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IoT関連の令和２年度３次補正予算
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地域未来デジタル・人材投資促進事業
令和3年度予算案額 11.7億円（新規）

地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課 03-3501-0645
地域経済活性化戦略室 03-3501-1697
商務情報政策局
情報技術利用促進課 03-3501-2646

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

新型コロナウイルス感染症の影響により、非接触・リモート社会の基礎と

なるデジタル投資や、若年層・テレワーク経験者の地方移住への気運が

高まっています。

地域未来牽引企業、地域未来投資促進法の承認地域経済牽引事

業者等のデジタル化を支援し、地域の高生産性・高付加価値企業群を

創出・強化するとともに、若者人材の地域企業への移動を支援し、地方

への人流を創出するため、以下の取組を推進します。

①地域未来牽引企業等の経営のデジタル化

②地域未来牽引企業等とIT企業等による新事業実証と事例普及

③デジタルツールを戦略的に用いた地域中堅企業等への若者人材移転

成果目標

①各事業年度終了後3年間の従業員数の増加率が9%以上となった被

支援企業の割合を80%以上とします。

②各事業年度終了後2年目に、3年目までの売上計上が予定される

新たなビジネスモデルの件数割合を、50%以上とします。

③予算活用企業のうち、各事業年度終了後2年以内に若者人材年間採

用数を事業前年度比で増加させた企業数を、50%以上とします。

②地域産業デジタル化支援事業

１．地域未来牽引企業等とIT企業等が連携して取り組む、新事業

実証（試作、顧客ヒアリング、事業性評価と改善）による地域

産業のデジタル化のモデルケースの創出、地域へのモデルケースの

横展開に要する経費を補助します。

２．地域での新事業実証の環境整備として、経産省HPで公開中の

公設試験研究機関の保有機器等の検索システムを更新するとと

もに、地域未来牽引企業の経営状況の調査等を実施します。

③戦略的ツール活用型若者人材移転支援事業

• 地方の中堅企業等による若者人材の求人手法を高度化すべく、

自社分析、採用・育成戦略から、多様な求人ツールの活用、

リモートセミナー・面接等まで、一気通貫で総合支援を行います。

• 創出される先進事例は、広報コンテンツを通じて周知啓発し、

横展開を図ります。

①地域企業デジタル経営強化支援事業

１．地域未来牽引企業等が規模成長に向けて、デジタルツールを

活用した経営管理体制強化のための課題整理・計画策定・

システム導入を行う際の経費を補助します。

２．デジタル経営の普及啓発に向けた優良事例の調査、広報事業

を実施します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託①-2

②-2

国 民間企業
補助（定額）

民間団体等
補助（2/3, 1/2）②-1

③

国 民間企業
補助（1/2, 1/3）

①-1
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①地域企業デジタル経営強化支援事業
②地域産業デジタル化支援事業

公募中
（①3/31 17:00〆、②3/18 17:00〆）
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（参考）経済産業省ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の動き

D X レポート ２中間取りまとめ 2020年12月28日
我が国企業がデジタルトランスフォーメーションを加速するため、企業のとるべきアクションと
政府の対応策の検討を行い、『DXレポート2（中間取りまとめ）』として中間報告書を公表。
コロナ禍により、デジタル変革は「待ったなし」の状態。レガシー企業文化から脱却し、
「素早く」変化「し続ける」能力を身に付けることが重要。

(報告書の要点）
１DXレポート公表以降のDX政策とその結果
２コロナ禍で見られた事象と、明らかになったDXの本質
3デジタルサービスの浸透と、コロナにより高まったDXの緊急性
4民間企業が事業変革のために取るべきアクション

5民間企業の変革をサポートする政府の政策

※経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004.html

DX認定制度 2020年11月9日から本格受付（Web申請）開始
国が策定した指針を踏まえ、優良な取組を行う事業者を、申請に基づいて認定

DX-Readyの状態、つまり、「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備が
できている状態」になっている事業者を認定。（他の事業者との比較は行わない）

※ ＩＰＡ ＨＰ https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html
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https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html


最後に

デジタル化・ＤＸ関連施策
・補助金、税制、イベント情報
・サイバーセキュリティ対策 等
配信中！！

（「九州IoTコミュニティ」事業）

27事業者84講座を掲載中！！
（2021年1月27日時点）

経済産業省ＨＰ

例）「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」

掲載HP
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/jyoho/k

yushu-iot.html １１

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
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